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○多気町移住定住促進補助金交付要綱 

令和3年4月1日 

告示第76号 

(趣旨) 

第1条 この要綱は、多気町(以下「本町」という。)への移住・定住の促進と人口の減少を

抑制し地域の活性化を図るため、本町の区域内に定住するために住宅の新築若しくは中古

住宅を購入し、又は中古住宅を購入しリフォーム工事した者に対し、予算の範囲内で補助

金を交付することについて、多気町補助金等交付規則(平成18年多気町規則第37号)に定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第2条 この要綱において、次の各号の掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 住宅 居住することを目的として、独立した基礎を有し、玄関、居室、便所、浴室

及び台所等を有している一戸建ての建築物をいう。 

(2) 中古住宅 過去おいて、個人の生活を目的とし、居住の用に供されたことのある住

宅(多気町空き家情報登録制度実施要綱(平成27年多気町告示第46号)の規定により登録

された空き家を含む。)をいう。 

(3) 新築 住居することを目的として、本町の区域内に新たに住宅を建築することをい

う。 

(4) 住所を有する者 住民基本台帳法(昭和42年法律第81号)の規定に基づき、当該市町

村の住民基本台帳に記録されている者をいう。 

(5) 転入 住民基本台帳法の規定に基づき、本町の区域内に住所を定めることをいう。 

(6) 転出 住民基本台帳法の規定に基づき、本町の区域外に住所を移すことをいう。 

(7) Uターン 出生時から10年以上継続して本町の区域内に住所を有する者が転出し3

年以上経過した後、再び本町に転入し住所を有する者となることをいう。 

(補助対象者) 

第3条 補助金の交付を受けることができる者(以下「補助対象者」という。)は、次の各号

のいずれにも該当するものをいう。 

(1) 補助金の交付を申請した日において、20歳以上45歳未満、かつ、配偶者のある者又

はひとり親である者であること。 

(2) 補助金の交付を申請した日において、本町の区域外に3年以上住所を有する者(補助
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対象者と同一の世帯に属する者全員を含む。以下この号、第5号、第6号及び第8号にお

いて同じ。)、若しくは本町の区域外に3年以上住所を有する者で、かつ、本町の区域内

に転入し住所を有する者となってから2年以内のものであること、又は本町の区域内に

10年以上継続して住所を有する者であること。 

(3) 本町の区域内に住宅の新築、中古住宅の購入、又は中古住宅を購入しリフォーム工

事をした者であること。ただし、リフォーム工事の場合は、所有者となってから6ヶ月

以内にリフォーム工事が完了したものに限る。 

(4) 住宅の所有者(不動産登記法(平成16年法律第123号)の規定により、建物の権利に関

する登記をした者。以下同じ。)であること。ただし、共有名義の場合は、持分が2分の

1以上の者であること。 

(5) 当該住宅の所在地と同じ住所を有する者であること。 

(6) 補助金の交付を申請した日において、本町及び以前に住所を有していた市区町村の

市町村税(市区町村民税、軽自動車税及び固定資産税をいう。)を滞納していない者であ

ること。 

(7) 補助金の交付決定を受けた日以後、当該住宅に7年以上居住する意志のある者である

こと。 

(8) 多気町暴力団排除条例(平成23年多気町条例第4号)に規定する暴力団員でないこと、

又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

(補助金の額) 

第4条 補助金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額(消費税額を含ま

ない。)に10分の1を乗じて得た額(1,000円未満の端数がある場合は、その全額を切り捨て

た額)とする。ただし、各号とも補助金の額の上限は200万円(補助対象者が本町の区域内

に10年以上継続して住所を有する者である場合は、100万円)とする。 

(1) 新築の場合 当該住宅に係る建物本体価格 

(2) 中古住宅を購入した場合 当該住宅の購入に係る契約金額 

(3) 中古住宅を購入しリフォーム工事した場合 当該住宅の購入に係る契約金額及びリ

フォーム工事に要した費用の合計額 

2 補助対象者がUターンしたものである場合は、前項の補助金の額に30万円を加算する。 

3 補助対象者が、補助金の交付を申請した日以前の2年間に、多気町移住支援事業補助金

交付要綱(令和元年多気町告示第182号)に規定する補助金の交付を受けた場合は、当該補

助金の額を前2項の補助金の額の合計額より減額する。 



3/13 

(補助金の申請の期間及び回数) 

第5条 補助金の交付が申請できる期間は、第3条第3号に規定するリフォーム工事を完了し

た日、補助対象者が同条第4号に規定する所有者となった日、又は同条第5号に該当する

場合となった日のいずれか遅い日から起算して3月後まで(以下「補助金交付申請期間」と

いう。)とする。 

2 補助金の交付が申請できる回数は、当該申請者につき1回限りとする。 

(補助金の申請) 

第6条 補助金の交付を申請しようとする者(以下「申請者」という。)は、原則として、本

町において事前相談を受けるものとする。 

2 申請者は、前条第1項に規定する補助金交付申請期間内に、多気町移住定住促進補助金

交付申請書(様式第1号)に、次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。 

(1) 申請者及び同一世帯全員の住民票(続柄が記載されたもので申請日前3月以内に発行

されたものに限る。) 

(2) 申請者の戸籍謄本 

(3) 誓約書(様式第1号の2及び様式第1号の3) 

(4) 次に掲げるもの 

ア 新築した場合は、建物建築に係る契約書の写し及び支払ったことがわかる領収書又

は銀行振込用紙控えの写し 

イ 中古住宅を購入した場合は、売買契約書の写し及び支払ったことがわかる領収書又

は銀行振込用紙控えの写し 

ウ 中古住宅を購入しリフォーム工事をした場合は、売買契約書の写し、リフォーム工

事契約書の写し及び支払ったことがわかる領収書又は銀行振込用紙控えの写し並び

にリフォーム箇所の工事施工前と施行後の写真 

(5) 対象の建物及び土地の登記事項証明書の写し 

(6) 補助金の振込先口座が確認できる書類 

(7) 戸籍の附票 

(8) その他町長が必要と認める書類 

(補助金の交付決定及び額の確定等) 

第7条 町長は、前条の申請があったときは、速やかにその内容を審査する。ただし、町長

が特に必要と認めた場合は、外部機関に意見を求めることができる。 

2 町長は、前項の審査の結果、当該申請を適当と認める場合は、補助金の交付決定及び額
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の確定を行い、多気町移住定住促進補助金決定兼確定通知書(様式第2号)により、当該申

請者に通知するものとする。 

3 町長は、第1項の審査の結果、当該申請を不適当と認める場合は、その理由を付して、

多気町移住定住促進補助金不交付決定通知書(様式第3号)により、当該申請者に通知する

ものとする。 

(補助金の請求) 

第8条 補助金の交付決定及び額の確定通知を受けた申請者は、速やかに多気町移住定住促

進補助金交付請求書(様式第4号)を提出するものとする。 

(補助金の交付) 

第9条 町長は、前条の規定により補助金の交付を請求されたときは、速やかに補助金を交

付するものとする。 

(補助金の返還) 

第10条 町長は、補助金の交付を受けた者(以下「受給者」という。)が次の各号のいずれか

に該当する場合は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すものとする。ただし、災

害、病気等のやむ得ない事情があるものとして、町長が認めた場合はこの限りではない。 

(1) 受給者が虚偽の申請その他の不正な行為により補助金の交付を受けた場合 

(2) 第3条第7号の規定又は同号に規定する期間内に当該住宅の取り壊し、第3者に賃貸若

しくは売却をした場合 

(3) 第3条第8号の規定に違反した場合 

2 町長は、前項の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消したときは、受給

者に対して補助金の返還を命ずるものとする。 

3 町長は、前項の規定により補助金の返還を命ずる場合には、多気町移住定住促進補助金

交付決定取消通知書兼返還命令書(様式第5号)により、受給者に通知するものとする。 

(報告及び立入調査) 

第11条 町長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があると認めるときは、

受給者並びに受給者及び同一世帯全員の就業先事業所に対して報告を求め、又は職員を派

遣して当該住宅及び当該就業先事業所に立ち入り調査を行うことができる。 

(雑則) 

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定めるものとする。 

附 則 

(施行期日) 
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1 この告示は、令和3年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 令和3年度においては、第5条第1項に規定する補助金交付申請期間の初日が令和3年4月1

日以後に限り、補助金の交付の申請ができるものとする。 

附 則(令和4年3月22日告示第198号) 

(施行期日) 

1 この告示は、令和4年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 令和4年度においては、第5条第1項に規定する補助金交付申請期間の初日が令和4年4月1

日以降に限り、補助金の交付の申請ができるものとする。 
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様式第1号(第6条関係) 

様式第1号の2(第6条関係) 

様式第1号の3(第6条関係) 

様式第2号(第7条関係) 

様式第3号(第7条関係) 

様式第4号(第8条関係) 

様式第5号(第10条関係) 

 


